中小企業の経営革新シリーズ84
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大阪産業経済リサーチセンター
主任研究員  廣岡  昭彦
企業名：株式会社グラント
事業内容：基幹業務システム及びシステム基盤（インフラ）の設計・構築
従業者数：13人（平成27年１月現在）
所在地：大阪市北区東天満１-11-９WAKEビル10階
ＴＥＬ：０６（６２４２）２５５５
ＵＲＬ：http://www.e-tohyo.com/  http://www.grant.co.jp/
今回は、マンション管理組合の運営の公正性、透明性を高め、区分所有者（以下、オーナー）の意思を反映した組合運営のサポートシステムを開発した株式会社グラントの経営革新事例をご紹介します。
反映されないオーナーの意思
分譲マンションには、マンションを管理するための管理組合が組織されています。管理組合は、オーナー全員が組合員となって、施設の維持管理のルールや、共同生活を送るために必要なルールなど、さまざまな管理のためのルールを定め、それに沿ってマンションを管理しています。
ルールは、管理組合の「総会」で決められます。総会では、共同生活をする上で、オーナーの持つ財産や生活の自由に制約を加えるルールを決めることから、本来ならオーナー全員が出席するべきところですが、国交省の調査によると、オーナーの総会出席率は３割程度にとどまっています
。
そこで、総会欠席者には、委任状や議決権行使書を総会前に提出してもらい、できる限り多くのオーナーの意思を議決に反映しようとしています。これらで意思表示をした人を含めれば、出席率は８割程になります。
しかし、これにも問題があります。委任状や議決権行使書は、各戸を回って回収することがありますが、回収に回った人の意見に受任者の選定や議決権行使の内容が影響されたり、提出した内容を知られたりする恐れがあります。
理事にかかる心理的負担
総会の開催は、通常年１回です。日々の管理は、オーナーから選ばれた「理事」に任されています。理事は、オーナーの意思に沿った管理をすることになっていますが、日々の管理の中で意思を確認するのは容易ではありません。臨時総会を開くこともできますが、大掛かりになり、一般的には重要な事項に限られます。アンケート調査で確認することもできますが、アンケート調査も、書面の配布、回収、集計に時間と手間がかかり、頻繁にはできません。そのため、理事にとっては、オーナーの意思に沿った管理ができているのか、心理的な負担となっていました。
培ったシステム技術を生かして解決
これらの問題の解決に、培ってきた技術で取り組んだ企業が、今回ご紹介する株式会社グラントです。グラントは、平成７年に現在の代表取締役である山崎元彰氏が設立した基幹業務システム及びシステム基盤（インフラ）の設計、構築を主たる事業としている会社です。
企業向けのシステムを事業にする企業が、なぜマンションの管理組合の運営をサポートするシステムの開発に取り組んだのか、それは山崎社長が、自分の住んでいたマンション管理組合の理事長だった当時の陳情がきっかけでした。エントランスに飾った１枚の絵に、あるオーナーからマンションにふさわしくない絵だとの陳情が寄せられました。そのオーナーは、多くのオーナーが自分と同じ意見だと主張したのです。ところが、全てのオーナーにアンケート調査をしたところ、８割以上が絵を飾ることに賛成でした。
このことを機に、オーナーの意思を確認するシステムを開発したのが、マンション電子投票サービス『ｅ投票』です。培ってきた業務システムの技術を生かし、総会の議案通知、出欠確認、総会欠席者からの委任状、議決権行使の提出、さらに総会当日の出欠者確認、議決投票などの総会の一連の手続きをシステム化しました。
オーナーへの通知や入力を携帯電話やスマートフォン、パソコンからできるようにしたことで、手軽にいつでも、またマンション居住者でなくても投票ができ、投票率のアップが期待できる上、議決権の集計も、正確かつ瞬時に出せるようになりました。さらに、総会前や当日の議決権投票の秘密が守られることで、誰にも影響されることなく公正な投票ができます。
『ｅ投票』には、アンケート調査の機能も付加されています。前掲のように一部のオーナーから出された意見が、大勢を占めるのかどうか、『ｅ投票』を使えば、手間をかけずに、いつでも意思の確認ができ、管理運営の透明性が高まります。理事にとっては、オーナーの意思確認のもとに管理運営ができるようになることで、心理的な負担が軽減されます。
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図 『ｅ投票』システムの流れ
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グラントは、この革新的なシステムを「マンションの総会支援システム及び総会支援サーバー」として、特許を取得しました。
広がる利用者
現在、このシステムは、12の管理組合で利用されています。さらに、大手マンション管理会社と提携し、この会社が受託している管理組合への導入を進めています。
管理組合以外にも、投票やアンケートのシステムを利用して、集団での意見を集約するシステムとして利用拡大を図っており、学術学会や労働組合で利用されています。
今後は、自治体にも、施策づくりに民意を反映するための住民意向調査のツールとして、利用拡大を図ろうとしています。
社会的な問題の解決に取り組み経営革新
グラントは、これまでの企業向けシステムサービスとは異なる、団体向けという新たな事業分野の開拓で経営を革新しようとしています。
一方で、『ｅ投票』は、旧態依然とした意思決定の仕組みを効率化するだけでなく、より多くメンバーの意思が尊重されながら、反映されるような仕組みに変えようとしています。
ところで、全国には８万９千を超える管理組合があります
。これらでも同様の仕組みで総会は運営されており、同じ問題が起きていると考えられます。
さらにいえば、労働組合や学術学会をはじめ、社会にあるさまざまな集団での意思決定の仕組みでも、起きうる共通の問題とも言えるでしょう。
グラントの経営革新の取組は、企業価値を高めるだけでなく、社会的な問題を解決し、それによって社会の価値を高めようとする、企業と社会の価値を共に高める取組とは言えないでしょうか。
《謝辞》最後になりましたが、代表取締役 山崎元彰様には、お忙しい中、インタビューに応じていただき、この場を借りて厚くお礼を申し上げます。
� 国土交通省「平成25年度マンション総合調査結果」による。


� （一社）マンション管理業協会の会員の管理会社が、管理受託しているマンションの管理組合数は、平成26年4月1日現在で89,390組合ある。





